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令和４年度施政方針

＜はじめに＞

令和４年第１回廿日市市議会の開会に当たり、新年度の施政方針を申

し述べ、市議会議員各位並びに市民の皆様の御理解と御賛同を賜りたい

と存じます。

新型コロナウイルス感染症は、第５波となる昨年８月をピークに落ち

着きを見せていましたが、昨年末からの新たな変異株の出現により、今

年に入り、これまでにないスピードで感染拡大が続いています。１月に

は、まん延防止等重点措置が適用され、本市においても、感染者が過去

最多となる日を記録するなど、いまだ予断を許さない状況です。昨年末

に、市役所駐車場内に設置した廿日市ＰＣＲセンターでの無料検査を始

め、３回目のワクチン接種を迅速かつ着実に進め、感染拡大の防止と市

民が安心して生活できる環境を整えてまいります。

昨年の出来事を振り返りますと、本市では、４月に、アジア１１の国

と地域から２９０人の選手が参加した「アジアトライアスロン選手権」

を開催し、コロナ禍の中で感染者を出すことなく無事大会を終えること

ができました。橋本聖子東京オリンピック・パラリンピック競技大会組

織委員会会長から、本大会に向けて、「東京大会開催への大きな力とな

る。」「大きな励みとなる。」この二つのメッセージが発せられたことは、

大変大きな意義を持った大会を開催できたことを誇りに思うと同時に、

今大会を開催、成功させたことへの賞賛として受け止めています。これ

は、ひとえに多くの関係者の皆様の御尽力があってのことであり、御協

力に感謝申し上げます。

夏には、新型コロナウイルス感染症の影響で延期となった東京２０２

０オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されました。無観客で
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の開催となりましたが、選手たちのひたむきな姿と活躍は、コロナ禍で

疲弊した人々の心に勇気と感動を与えてくれました。

中でも、本市出身の河田悠希選手が、アーチェリー男子団体で、銅メ

ダルを獲得されたことは、郷土の誇りであり、大変嬉しい出来事でした。

総務省が公表した２０２０年の人口移動報告において、本市は６年連

続で転入超過となりました。子育て世代の転入が多いものと分析してお

り、今後も、子育てしやすいまちとして選ばれ、住んでよかったと実感

できるまちづくりに邁進してまいります。

国政に目を向けますと、３０年ぶりに広島県選出の内閣総理大臣が誕

生しました。岸田首相は所信表明演説の中で、被爆地広島出身の総理大

臣として「核兵器のない世界」を目指し、核兵器国と非核兵器国の橋渡

しに努め、唯一の戦争被爆国としての責務を果たすと述べられました。

本市は、平成２９年７月に核兵器禁止条約が国連で採択される前から、

日本政府に対し、国連核兵器禁止条約交渉会議に参加することや、核兵

器廃絶の立場に立つことなどの要望を重ねています。今後、首相の強い

リーダーシップに期待するとともに、日本非核宣言自治体協議会及び平

和首長会議において、他自治体と連携した活動を続けていくなど、戦争

のない平和な未来を目指し、核兵器廃絶を訴えてまいります。

また、在日米軍再編による空母艦載機の岩国基地への移駐後は、沿岸

部から山間部にかけて、米軍機による騒音が顕著となっています。市民

の生活環境の確保や来訪者へのおもてなしの観点から、騒音問題の解決

に向け、引き続き、関係自治体と連携を図りながら、国へ働きかけてま

いります。

今年は、大正１１年に、地方自治の振興並びに教育、産業の発達を図

ることを目的に設立された「一般財団法人佐伯郡地方振興財団」が、設
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立１００周年という意義深い年を迎えます。

当財団は、これまで所有する山林の収益を基盤として、旧佐伯郡・大

竹市の公共施設整備等を支援することで、地域振興に大きく貢献してき

ました。

ここに改めて、財団の設立と運営に尽力された方々に対し、敬意と感

謝の意を表するとともに、「木のまち廿日市」としても財団の活動を支

えてきた豊かな森林資源を大切に守り継承していきたいと思います。

＜１ 市政を取り巻く諸情勢＞

市政を取り巻く諸情勢でございます。

<経済・雇用情勢>

はじめに、経済情勢でございます。

「内閣府の政府経済見通し」では、我が国の経済は、長引く新型コロ

ナウイルス感染症の影響の下にありますが、厳しい状況は徐々に緩和さ

れており、持ち直しの動きが見られるとされています。先行きについて

は、「経済対策」を迅速かつ着実に実施すること等により、ＧＤＰは過

去最高となることが見込まれ、公的支出による経済下支えの下、消費の

回復や堅調な設備投資に牽引される形で、民需主導の自律的な成長と、

「成長と分配の好循環」の実現に向けて着実に前進していくとしていま

すが、引き続き、感染症による内外経済への影響、供給面での制約や原

材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要があるとしてい

ます。

次に、雇用情勢でございます。

広島労働局の発表によると、令和３年１２月の有効求人倍率は、一昨
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年同月と比較し０．２ポイント増の１．３７倍、正社員有効求人倍率は、

０．１６ポイント増の１．１８倍で、県内の雇用情勢は、求人が求職を

上回って推移していますが、求人とともに、求職者の増加も見受けられ、

今後も新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、より一層注意

していく必要があります。

<財政状況>

国が昨年１２月に公表した令和４年度の地方財政計画では、「経済財

政運営と改革の基本方針２０２１」で示された「新経済・財政再生計画」

を踏まえ、地方の安定的な財政運営に必要となる地方交付税等の一般財

源総額は、令和３年度と同水準となる６２兆円を確保したとしています。

地方交付税については、平成１６年度以降の最高額となる１８．１兆円

が確保されるとともに、臨時財政対策債については、前年度から３．７

兆円減となる大幅な抑制が図られています。しかしながら、新型コロナ

ウイルス感染症や地域社会のデジタル化への対応など、地方自治体を取

り巻く財政環境は、依然として厳しい状況にあると考えています。

今後も引き続き、財政の健全性を保持し、持続可能な財政基盤を構築

してまいります。

<地方創生>

地方創生についてです。

一昨年実施された令和２年国勢調査において、本市の人口は、平成２

７年と比較して７３３人減少し、１１４，１７３人と発表されました。

本市の減少率は０．６％であり、全国及び広島県平均よりも減少率は

低くなっていますが、地域別に見ると、沿岸部は増加、島嶼部・中山間
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地域は減少という二極化の傾向にあります。

人口減少下にあっても、その影響を受けにくい持続可能な都市であり

続けるためのまちづくり戦略が問われています。

第２期廿日市市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、将来の発

展を見据えた取組を始め、地域の資源や特性を生かしたまちづくりを展

開するとともに、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進

と併せ、次世代に夢と希望が持てるまちへの変革に挑戦してまいります。

＜２ 令和４年度の市政運営の基本的考え方＞

市政運営の基本的考え方でございます。

<新型コロナウイルス感染症への的確な対応>

１点目は、新型コロナウイルス感染症への的確な対応でございます。

変異株の出現により、新型コロナウイルスの感染拡大が繰り返される

中、市民の生命と安全・安心な暮らしを守り、支えていくために、引き

続き、感染症対策の徹底と経済活動の回復や活性化に向けた取組を行っ

てまいります。

とりわけ、新型コロナウイルスワクチンの３回目接種を円滑かつ着実

に進めるとともに、３月開始予定の５歳から１１歳までの小児を対象と

した１・２回目接種についても、佐伯地区医師会と連携し取り組んでま

いります。

また、引き続き、市と市内の産業経済団体等で構成する「廿日市市新

型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会」を中心に、国・県の

支援制度を踏まえつつ、市内事業者に対して必要な支援を行ってまいり

ます。
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今後も、感染症が市民生活や企業活動に及ぼす影響を最小限に抑える

ため、県内及び市内の感染状況を注視し、緊張感を持って、迅速かつ柔

軟に対応してまいります。

<第６次廿日市市総合計画後期基本計画に基づく施策・事業の着実な実施>

２点目は、今年度からスタートした第６次廿日市市総合計画後期基本

計画に基づく施策・事業の着実な実施でございます。

本市の将来の発展を牽引するプロジェクトである、新機能都市開発事

業については、先月２８日から、平良丘陵開発土地区画整理準備会にお

いて、工業施設用地の立地希望事業者の募集を開始したところです。

また、市内企業が事業地内に移転した後に生ずる土地を新たな種地と

して、まちの再生に資する土地利用誘導により、付加価値の高い市街地

形成につなげてまいります。

宮島口地区については、官民が一体的にまちづくりを進める中、令和

４年度には広電宮島口新駅舎や立体駐車場が供用開始となり、人の流れ

を始め、地区の様相も大きく変わります。引き続き、国や広島県、地区

のまちづくり組織と連携し、地域の人たちが、憩い、楽しめ、かつ国際

的な観光地の玄関口にふさわしい観光交流拠点の形成を図ってまいりま

す。

また、令和５年２月の完成を目指して整備を進めております筏津地区

公共施設再編事業でございますが、令和５年３月に施設の供用開始を迎

えますと、子育て、健康づくり、交流など、多世代で賑わう声が戻って

まいります。

次に、本市では、スポーツを「する」「みる」「ささえる」ことで、人

との交流やつながりを持ち、健康で豊かな生活を営むことができるまち
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づくりを目指しています。佐伯地域に練習拠点を整備するプロバスケッ

トボールチーム「広島ドラゴンフライズ」、国内でトップクラスの女子

ホッケー部「コカ・コーラボトラーズジャパンレッドスパークス」や、

今春に本格始動する、中四国初となる女子社会人硬式野球チーム「はつ

かいちサンブレイズ」。こうした市内外に拠点を持つスポーツ団体との

連携や、各団体が保有している資源を生かした様々な取組を展開するこ

とにより、地域の活性化や交流人口の拡大による、まちの賑わいと活力

の創出など、スポーツを核としたまちづくりを推進してまいります。

なお、こうした取組をより効果的・効率的に推進するため、スポーツ

に関する事務を教育委員会から市長部局に移管します。

次に、中山間地域振興でございます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした働き方改革やアウ

トドア志向の高まりは、豊かな自然の中で開放的な時を過ごすことがで

きる中山間地域にとってチャンスであり、この機を逃すことなく、交流

人口の拡大、関係人口の創出及び移住・定住人口の増加に向けて力強く

取り組んでまいります。

あわせて、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づくり

に向けて、地域住民が主体的に取り組むまちづくり活動への伴走支援

を実施することにより、地域力の維持・強化を図ってまいります。

佐伯地域では、多くのファミリー層が訪れる佐伯総合スポーツ公園

を核として、中山間地域の回遊促進に取り組んでいくとともに、浅原

交流拠点施設、玖島の里づくり交流拠点施設において、地域自治組織

と連携を図りながら、来訪者との交流促進や地域の活力創出に取り組

んでまいります。

吉和地域では、住民が暮らし続けるための小さな拠点の形成に向け、
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引き続き、地域の維持・活性化に向けた取組に対する支援を行うととも

に、多様な機能を有し、市民と来訪者とのふれあいと交流促進の拠点と

なる、吉和支所、吉和ふれあい交流センター及び吉和歴史民俗資料館か

らなる複合施設の整備を、令和５年春の供用開始に向けて取り組んでま

いります。

また、事業者の誘致活動に加え、地域課題の解決を視野に入れたワー

ケーションプランの開発にも取り組んでまいります。

次に、宮島における取組についてでございます。

宮島の昨年の来島者数は、統計を開始した昭和３９年以降、最も少な

い１８８万人にとどまるなど、長引く新型コロナウイルス感染症の影響

を大きく受けています。

このような状況の中、昨年８月に、宮島の町並みが、国の重要伝統的

建造物群保存地区に選定されました。先人たちが守り、伝えてきたこの

町並みの次世代への継承など、「宮島まちづくり基本構想」に基づく各

種取組を着実に推進してまいります。

また、現在策定中の「宮島ルネサンス計画」に基づき、ニューノーマ

ル時代に適した「宮島らしい」観光を推進し、国際的観光地宮島の再生・

復興に取り組んでまいります。

宮島訪問税の導入に向け、令和５年度中を目途に、徴収システムの構

築を進めています。しかるべき時期に徴収開始できるよう、関係事業者

等との協議、調整を進め、諸準備を整えてまいります。

次に、デジタル技術の活用でございます。

コロナ禍を契機に、様々な分野において我が国のデジタル化の遅れが

顕著となり、国は、昨年９月にデジタル庁を発足させました。今後、国・

地方を通じたデジタル化の流れは、より一層加速することが見込まれま
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す。

こうした時代の流れに乗り遅れることのないよう、新たに経営企画部

に「デジタル改革推進課」を設置し、組織横断的な庁内体制を構築する

とともに、今年度策定する「廿日市市ＤＸ（デジタル・トランスフォー

メーション）推進計画」に基づく取組を推進し、いつでも、どこでも、

簡単、便利な行政サービスの提供によるスマート市役所の実現や、過疎

地域における暮らしの向上に向けた実証実験、観光・交通分野における

ＤＸの推進など、デジタル技術を活用し、新たな価値を創造するスマー

トシティの構築を図ってまいります。

次に、再生可能エネルギーの導入促進等の地球温暖化対策でございま

す。

国際的な脱炭素の動向が大きく変化する中、国は、これまでの温室効

果ガス排出量の削減目標を大きく前倒した「２０５０年カーボンニュー

トラル」の実現に向け、地球温暖化対策推進法を見直し、全ての地方公

共団体が、再生可能エネルギー等の利用促進を図り、その実施目標を定

めるように努めることが位置づけられました。

これまで本市では、市の事務事業に伴う温室効果ガス排出量の削減目

標を設定し、太陽光発電設備の設置促進など、地球温暖化対策の取組を

行ってまいりましたが、今後は、民間提案制度を活用した屋外照明灯の

一斉ＬＥＤ化や市役所・支所などの主要な公共施設の照明のＬＥＤ化を

進めるほか、市民や民間事業者が排出するものも含め、市域全体の温室

効果ガスの排出量を「実質ゼロ」にすることを目指し、取り組んでまい

ります。
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<持続可能な行財政運営の推進>

３点目は、持続可能な行財政運営の推進でございます。

人口減少に加え、少子化、超高齢社会が進展する時代にあっては、生

産年齢人口の減少や社会保障関係費の増大といった財政運営上の影響を

見据えつつ、限られた経営資源を効率的・効果的に活用していく視点が

欠かせません。

部の再編により多様化・複雑化する行政課題や市民ニーズに即応した

施策を総合的かつ機動的に展開していくとともに、中期財政運営方針に

基づき、将来の財政リスクへの備えや将来負担の抑制に努め、将来にわ

たって、安定的な市民サービスを提供し、新たな行政需要にも的確に対

応できる健全な行財政運営を行ってまいります。

今年度実施した行政評価では、各所属から、事務事業の改善に向けた

１４事業が提案され、２つの事業の廃止を決定しました。引き続き検討

を進めていく事業もございますが、行政評価の取組を実践していく中で、

職員の意識は確実に変わってきていると感じています。

令和４年度当初予算編成においても、全般にわたる事務事業の見直し

により、一定の経費削減効果も出ており、今後とも行政評価というツー

ルを活用しつつ、不断の事務事業の見直しに取り組んでまいります。

また、歳出の見直しだけでなく、企業版ふるさと納税の導入や民間提

案制度の活用など、新たな財源の確保策や事業手法についても積極的に

取り組んでまいります。

その上において、新型コロナウイルス感染症に起因して、日々刻々と

変化する情勢に、敏感に、そして冷静に対応できるよう、日頃から情報

収集に努めるとともに、想像を働かせておくことが必要であると考えて

います。
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＜３ 令和４年度総合計画体系別主要事業＞

令和４年度は、地域医療拠点の一部として整備した官民複合施設や総

合健康福祉センター内の相談支援拠点、筏津地区公共施設の運営が開始

されます。また、吉和支所複合施設が完成を迎え、これまでのまちづく

りが着々と花開き、新たな交流や賑わいが創出されることとなります。

多世代にわたって安心して暮らすことができ、思いやりと希望に満ちた

まちへの変革の年と捉えています。

そこで、令和４年度の主要事業でございます。

第６次廿日市市総合計画に掲げる将来像を実現するための四つの方向

性に基づき、施策体系に沿って、主な取組を御説明いたします。

《方向性１ くらしを守る》

方向性１「くらしを守る」でございます。

<健康でいきいきと生活できるまちをつくる（重点施策１－１）>

重点施策１「健康でいきいきと生活できるまちをつくる」でございま

す。

市民が、健康づくりに関心を持ち、生涯にわたって生き生きと暮らす

ことのできるまちづくりを目的とした「第３次健康増進計画」及び「第

３次食育推進計画」の策定に向け、市民の意見を幅広く反映させるため、

市民アンケートの実施やワーキング会議を開催します。

高齢者のフレイル（虚弱）状態の進行を予防し、健康寿命を延伸する

ため、健康教育や健康相談など、保健事業と介護予防を中山間地域にお

いて一体的に実施します。
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また、地域医療の更なる充実に向け、ＪＡ広島総合病院新棟の建設に

向けた支援を行います。

<移動しやすく便利なまちをつくる（重点施策１－２）>

重点施策２「移動しやすく便利なまちをつくる」でございます。

誰もが便利に安心して移動できるよう、公共交通による通学、通院、

買い物等の日常生活における移動手段を確保するため、引き続き、民間

バス路線に対する運行補助や地域主体による移動手段確保の取組に対す

る支援を行ってまいります。

持続可能な公共交通ネットワークの構築に向け、市内公共交通網の再

編を進めていくため、次期地域公共交通計画を策定し、自主運行バスの

運行の効率化と利便性の向上を図ります。

また、民間の交通事業者と連携し、デジタル技術を活用した公共交通

の利便性向上に取り組んでまいります。

広域的な幹線道路である広島南道路については、国が事業主体となり、

事業化に向けて動いていただいており、整備の早期実現を図っていくと

ともに、臨港道路廿日市草津線の整備促進により、沿岸域における一体

的な道路交通ネットワークを構築してまいります。

その他、街路畑口寺田線の整備など、都市間を結ぶ幹線道路の整備を

推進してまいります。

また、地域間を結ぶ林道玖島川末線や幹線道路を補完する熊ヶ浦鯛ノ

原線、堂垣内広池山線等の整備を始め、大野地域と大竹市を連絡する路

線である鳴川３号線の整備や筏津地区公共施設再編事業に合わせた筏津

郷線の整備を推進します。

さらに、国道２号・鳴川海岸の防災・減災対策については、現在、国
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において事業化に向けた検討が進められており、市としても地元調整な

ど国に協力することで、護岸整備の早期実現を図ります。

拠点性を高めるまちづくりに向け、都市機能が集積するシビックコア

地区を中心に、広島都市圏西部の広域拠点にふさわしい賑わいと魅力あ

る都市拠点の形成に向け、関係者と市街地整備の具体化に関する協議を

進めてまいります。

また、大規模住宅団地において、暮らしや住まいづくりに関する住民

意向の把握を行い、将来に向けたあり方の検討や体制づくりの支援を通

じて、住宅団地の活性化につなげてまいります。

第１１次廿日市市交通安全計画に基づき、交通安全教室や各種啓発活

動等を関係機関と連携して実施し、市民の交通安全意識の向上に取り組

むとともに、通学路や生活道路など、誰もが安心して歩行・通行できる

環境の整備に努めてまいります。

<安全で安心なまちをつくる（重点施策１－３）>

重点施策３「安全で安心なまちをつくる」でございます。

災害の発生に備えた社会基盤の整備として、引き続き、国や県が行う

砂防事業等の促進を図るとともに、急傾斜地の崩壊対策や河川の護岸改

修、浚渫を行います。

また、個々に観測している気象情報や雨量・水位・土壌雨量指数の観

測情報等の多数の情報を同時に表示し、災害対応に必要な情報収集や共

有が図られるシステムを導入することで、市の防災体制を強化し、市民

の安全・安心につなげてまいります。

水防法の改正による浸水区域の見直しに伴い、浸水ハザードマップの

改定を行い、市民に配布、周知することで、円滑かつ迅速な避難誘導を
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促進します。

また、引き続き、市民の早期避難を促す「避難の呼びかけ体制」の構

築や、避難行動要支援者の個別避難計画作成を促進するとともに、防災

士の養成や自主防災組織の活動を支援するなど、地域の防災力を強化し

ます。

佐伯支所に隣接し、整備を計画している消防・防災拠点施設の佐伯消

防署については、令和５年度からの工事着手に向け、実施設計を行いま

す。

消費者の安全を確保するため、今年の４月１日から成年年齢を１８歳

へ引下げることに伴う、若年者への消費者教育の推進を始め、引き続き、

消費生活センターによる相談、苦情処理のための助言やあっせん、情報

提供を行うとともに、関係機関と連携した情報発信、啓発活動により、

被害の未然防止に努めてまいります。

<いつまでも住み続けられるまちをつくる（重点施策１－４）>

重点施策４「いつまでも住み続けられるまちをつくる」でございます。

地域共生社会の実現に向け、分野、世代、内容にかかわらず、相談を

受け止め、包括的な支援を円滑に行うことができるよう、相談支援、参

加支援、地域づくり支援を一体的に行うとともに、総合健康福祉センタ

ー内に「相談まるごとサポートデスク」を設置します。

また、総合健康福祉センターと市役所本庁舎間において、遠隔で書類

の確認や相談等を行うことができるシステムを整備します。

地域医療拠点において、「多世代サポートセンター」を４月に供用開

始し、乳幼児から高齢者まで、あらゆる世代の市民の健康の増進と福祉

の向上を図り、併せて地域の交流活動を促進してまいります。
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高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活を続けることができ

るよう、「高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画」の策定に向け、

在宅介護実態調査やニーズ調査を実施します。

また、地域包括支援センターを増設するとともに、在宅医療と介護、

その他の関係者の連携を推進する体制を整備します。

誰もが地域社会において暮らしやすいまちづくりのため、引き続き、

障がいのある人の自立支援や理解促進等に取り組みます。

人権啓発等を推進する佐方会館及びふれあいプラザの機能を集約・再

編し、利用者が安心して快適に利用できるよう、現ふれあいプラザを改

修し、令和５年４月から新佐方会館として供用開始できるよう整備しま

す。

性の多様性に配慮した社会の実現のため、４月からパートナーシップ

宣誓制度を導入し、誰もが安心して幸せに暮らすことのできるまちづく

りに取り組みます。

グローバル化や国際化に対応するとともに、全ての市民が国際社会の

一員として支え合い、多様な文化や価値観を尊重しながら、持てる力を

最大限に発揮できるまちづくりを推進するための「国際化・多文化共生

推進指針」を策定します。

<豊かな自然を次世代につなぐ（重点施策１－５）>

重点施策５「豊かな自然を次世代につなぐ」でございます。

「２０５０年カーボンニュートラル」の実現に向けた地球温暖化対策

推進法の改正を踏まえ、本市においても、市民や民間事業者による取組

も含めた、「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の策定に着手し、

市域全体の温室効果ガス排出量の削減目標の設定や、その実現に資する
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施策の検討を行います。

また、廃プラスチック問題などの新たな社会情勢の変化を踏まえ、持

続可能な循環型社会の形成に向け、「第３次一般廃棄物処理基本計画」

を策定します。

これらの取組により、脱炭素と資源循環の両立を目指します。

《方向性２ 人を育む》

方向性２「人を育む」でございます。

<子どもたちがたくましく自立し確かな学力を身につける（重点施策２－１）>

重点施策１「子どもたちがたくましく自立し確かな学力を身につける」

でございます。

児童生徒が高度情報通信社会に対応できるよう、ＩＣＴ指導員を拡充

し、教員のＩＣＴ活用指導力を高めていくとともに、先進的な取組を共

有し、授業等で一人１台端末の活用場面の拡大を図ってまいります。

全ての児童生徒が安心して学習や活動に取り組むことができるよう、

スクールカウンセラー等の専門家の支援を受け、相談体制を充実させ、

いじめの未然防止に努めます。

また、不登校児童生徒への対応として、５月には、子ども相談室を総

合健康福祉センターに移転し、福祉と教育が連携したワンストップでの

相談・教育体制を築き、教育支援、教育相談に当たるとともに、発達障

害等のある児童生徒の社会的自立を目指し、特別支援教育の充実を図っ

てまいります。

児童生徒が集中して学習でき、快適な学校生活を送ることができるよ

う、小中学校の特別教室に空調設備を整備します。
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<郷土の歴史・文化を次世代につなぐ（重点施策２－２）>

重点施策２「郷土の歴史・文化を次世代につなぐ」でございます。

宮島地域の歴史的町並み景観を保存・復元・継承するため、宮島にお

ける景観形成の方針を策定するとともに、重要伝統的建造物群保存地区

内の建造物への補助を行います。

地域の歴史文化に係る資料保存や情報発信の拠点である歴史民俗資料

館の再編を進めるため、宮島歴史民俗資料館の整備に向けた基本計画を

策定します。また、吉和歴史民俗資料館を、吉和支所複合施設内に整備

します。

<未来を担う人づくり（重点施策２－３）>

重点施策３「未来を担う人づくり」でございます。

出産や育児に対する不安や悩みへのきめ細やかな対応や、産後うつを

予防するため、妊娠期から産後１年未満の妊産婦が助産師や保健師に相

談できる「産前産後サポートセンター」を多世代サポートセンター内に

開設し、安心して子育てができる環境を整備します。

すべての子育て家庭に切れ目のない支援を行っていくため、はつかい

ち版ネウボラを充実させてまいります。

児童が保育園で安心して楽しく過ごせるよう、複合遊具を市産材を活

用して更新し、児童の成長発達につなげてまいります。

中山間地域に暮らす子どもたちの進学先であり、本市の未来を担う人

材を育成する場でもある県立佐伯高等学校の存続に向けて、地域・学校

と連携を図りながら、県内外への同校の魅力発信、学力向上を目指す公

営塾の開催、下宿や遠距離通学する生徒への支援などに、強力に取り組
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んでまいります。

《方向性３ 資源を活かす》

方向性３「資源を活かす」でございます。

<ライフステージに応じた支援をする（重点施策３－１）>

重点施策１「ライフステージに応じた支援をする」でございます。

性別に関係なく、誰もが自分らしく活躍できる社会を実現するため、

固定的な性別役割分担意識を払拭し、男女共同参画の意識を高めるため

の啓発に取り組んでまいります。

<地域のまちづくり活動を支える環境をつくる（重点施策３－２）>

重点施策２「地域のまちづくり活動を支える環境をつくる」でござい

ます。

地域力の維持・強化や、地域における新たな活力創出、地域経営の仕

組みづくりに向けた地域自治組織の活動を引き続き支援し、持続可能な

まちづくりを推進してまいります。

市民センターを誰もが安心して快適に利用できるよう、エレベーター

設置やトイレ洋式化に向けた実施設計を行ってまいります。

<地域資源の活用を図る（重点施策３－３）>

重点施策３「地域資源の活用を図る」でございます。

農業指導員による伴走支援や国の制度の活用により、地域農業の担い

手となる経営力の高い農業者の育成・確保を図ってまいります。

有害鳥獣被害が増加する中、営農意欲の維持・向上と、市民の安全を
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守るため、民家近くに出没するサルの捕獲作業等も行うことで、鳥獣被

害対策の強化を図ってまいります。

公共施設や遊具などに市産材を活用することで、市民が身近に木に触

れる機会を創出し、木材利用への意識の向上を図り、市産材の有効活用

を促進するとともに、本市経済を牽引する成長産業の一つに位置づけて

いる木材関連産業の振興を図るため、本市の林業・木材産業の状況把握

を行い、必要な施策を検討してまいります。

また、森林資源の搬出及び林産物の流通の合理化並びに農林業地域の

環境改善を図るため、林道の開設及び改良を行ってまいります。

漁港及び海岸保全施設を適切に維持管理するため、市が管理する漁港

における放置艇対策に取り組むとともに、漁港の老朽化対策として、護

岸改良工事を行います。

令和３年に発祥１００周年を迎えたけん玉の歴史や製造工程等を後世

に継承するため、その内容を掲載した冊子を制作し、市内の小中学校や

図書館等に配架します。

<観光ブランド力の向上を図る（重点施策３－４）>

重点施策４「観光ブランド力の向上を図る」でございます。

新型コロナウイルス感染症の影響で減少した観光客の回復を図るため、

引き続き、官民一体となった実行委員会（廿日市市新型コロナウイルス

感染症対策産業振興実行委員会）を中心に、プロモーション事業等を展

開し、観光客誘致に取り組みます。

ＡＲ等を活用したコンテンツの造成やデータの利活用など、観光ＤＸ

を推進し、旅のサービスの質の向上や観光消費額の増加を図ってまいり

ます。
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今後の宮浜温泉のあり方や方向性を定める基本構想を策定し、宮島や

大野瀬戸の海岸と一体感を醸しだす温泉街としての魅力を高めるととも

に、新たな温泉源を掘削し、さらなる活性化を目指します。

宮島水族館においては、新展示施設「はつこい庵」を最大限に活用し

た新たな宮島水族館の魅力発信に努めるとともに、社会教育施設の役割

としてＳＤＧｓの取り組みを積極的に推進し、「学びの水族館」を演出

してまいります。

《方向性４ 新たな可能性に挑む》

方向性４「新たな可能性に挑む」でございます。

<はつかいちの新たな魅力を創造する（重点施策４－１）>

重点施策１「はつかいちの新たな魅力を創造する」でございます。

本市において、最も高い土地需要のある沿岸丘陵部での事業用地確保

を最優先に、民間活力を活用した新たな事業用地の開発に向けた取組を

進めてまいります。

本市に立地意向を示している企業に対するヒアリングなど、立地市場

調査を引き続き実施します。

市民の雇用機会の確保、及び情報サービス業を始めとした新たなビジ

ネスの創出を促進していくため、事業所を市外から市内に移転又は新設

するために建物を新たに借り受けて事業を行う法人や個人に対し、内装

改修費やオフィス賃借料等の一部を補助します。

宮島口地区を新たな観光交流拠点とし、賑わいを創出できるよう、港

湾整備や市道などのハード整備を進めるとともに、良好な景観形成やエ

リアマネジメント等のソフト対策を推進します。
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また、渋滞対策については、従来の取組に加え、広島岩国道路への利

用転換を図るための実証実験に向け、関係機関との調整を進めてまいり

ます。

市民に本市の魅力を改めて感じてもらうため、多角的な視点でその魅

力を学ぶことができる廿日市市再発見講座「廿学」を引き続き実施し、

シビックプライドの醸成につなげ、転出抑制を図ってまいります。

<市民が主役！チャレンジを応援する（重点施策４－２）>

重点施策２「市民が主役！チャレンジを応援する」でございます。

市民がスポーツに親しむことのできる環境の整備や、市内外のトップ

アスリート等とのふれあいによって、子どもたちに夢と希望を与える機

会を創出します。

創業者を増やし、地域経済の活性化につなげるため、市内経済団体や

産業支援機関と連携し、創業意識啓発事業や創業セミナーを実施します。

地域資源のブランド化、マーケティングや販路開拓等を担う地域商社

及び持続可能な観光地経営を行っていくためのＤＭＯ（観光地域づくり

法人）の設立に向け、令和３年度に実施した基礎調査を踏まえ、この取

組に関心を示した事業者を中心にサウンディング調査及び事業戦略、事

業計画、スケジュール設計など事業構想を策定します。

＜４ 予算編成について＞

以上、述べました方針と、戦略的な取組への重点配分を考慮しながら

予算編成した結果、令和４年度一般会計当初予算案の総額は、５２６億

５，０００万円、また、特別会計の当初予算案の総額は、８会計で、２

５６億９，５５６万６千円、企業会計の当初予算案の総額は、３会計で、
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１３３億５，９１８万１千円となりました。

＜終わりに＞

市長としての任期も折り返しを迎えましたが、これまでの２年間は、

新型コロナウイルス感染症との戦いでした。市民の皆様にとっても、コ

ロナ禍という未曾有の事態を経験する中で、今まで当たり前にできてい

たことができなくなり、将来に不安を感じることも多くあったと思いま

す。

先の見通しが予測困難な時代ではありますが、現在を生きる我々には、

将来の廿日市市民に対して、責任を持って、安心して暮らし続けられる

まちを引き継いでいく使命があります。

人口減少や行財政運営など、地方自治体を取り巻く環境は、今後も厳

しさを増していくものと思われますが、私は、この困難に打ち勝ち、チ

ャンスとすべく、強い気持ちを持って先頭に立ち、市政運営に邁進して

いく所存でございます。そして、本市がトップランナーとして、市民が

夢と希望をもてるまちづくりに、市役所一丸となって取り組んでまいり

ます。

第６次廿日市市総合計画に掲げる、まちづくりの基本理念「市民一人

ひとりが幸せに暮らせるまちづくり」を実現するため、失敗を恐れずチ

ャレンジしてまいります。

終わりに、市政の遂行に当たり、市議会議員各位並びに市民の皆様の

格別なる御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げまして、施政方

針とさせていただきます。
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